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人事の仕事とは？
採
用
業
務

異
動・育
成
等

人
事
業
務

● 新卒社員の入社
● 新卒採用の情報解禁

● 賃金台帳・出勤簿等の準備 ● 被扶養者届
　の提出
● 健康保険・介護保険の料率改定チェック

● 労働保険の
　年度更新
● 特別徴収額
　の更新

● 雇用保険の
　料率改定チェック

● 新入社員の
　社会保険資格取得届

● 昇給・昇格
　の決定

仕事 1月 2月 3月 4月 5月 6月

人事の主な仕事

学生向けの会社説明会

新入社員研修
階層別研修、スキルアップ研修等

給与計算
● 夏季賞与の
　計算

● 定期異動等 ● 研修体系の策定

採
用
業
務

異
動・

育
成
等

人
事
業
務

● 次年度の採用準備

● 社会保険の定時決定 ● 社会保険の標準報酬月額の更新
● 厚生年金保険の
　料率改定チェック

● 年末調整
● 源泉徴収票
　の交付

● 年末調整の
　準備

仕事 7月 8月 9月 10月 11月 12月

インターンシップの実施

採用試験・面接

階層別研修、スキルアップ研修等

給与計算
● 冬季賞与の
　計算

 ● 給与・賞与の計算や社会保険・労働保険の手続きも行う
 ● 個人情報を取り扱うのでコンプライアンスを持つ

頻度 ━ 対象 ━ 時期 ━

採用から退職まで人に関する業務を担う
経理がお金を扱うのに対し、人事は
人に関する業務を扱います。従業員の
採用から退職までに発生する、人に関
わる多様な業務に携わります。経理や
総務の仕事とクロスするものも多く、
どこまでを業務範囲とするかは会社に
よります。
一般的には、従業員の採用、人材育
成、入社・退職の手続き、給与・賞与
計算、社会保険等の手続き、配属先の
決定、人事評価制度の設計・運営など

が、人事の主な仕事となります。
このうち、採用については、経営方
針と密接に関係するため、経営層や採
用責任者、各部署とのすり合わせなが
ら、採用計画の立案から求人募集、採
用試験、面接までをサポートします。
入社・退職の手続きでは、さまざま
な書類を用意する必要があるため、漏
れがないか、確認が大切です。新卒採
用者と中途採用者では、提出してもら
う書類も異なります。

給与・賞与計算や社会保険等の手続きについて知識が必要
給与・賞与計算については、社会保
険労務士に頼まない場合、自分で計算
方法を学ばなければなりません。
給与と賞与では、源泉徴収額や社会
保険料の計算方法が異なります。また、
同じ支給額でも、扶養家族（従業員の
養っている家族）の人数が違えば、税
額が違ってきます。残業代（割増賃金）
の計算方法も複雑です。
社会保険（健康保険・厚生年金保

険）や労働保険（雇用保険・労災保険）
の手続きも人事の仕事です。社会保険
料の定時決定や随時改定、労働保険の
年度更新などについての知識が必要に
なります。
なお、人事の仕事では、従業員の居
住地や電話番号、家族構成、収入など、
個人情報を取り扱う機会が多くなりま
す。会社、本人ともに、高いコンプラ
イアンス意識が求められます。

採用直結型インターンシップが解禁

近年、就職活動前の学生に短期間、自社の仕事を体験する機会を設け、関心
を持ってもらうインターンシップを開催する会社が増えています。2025年卒対象
学生の選考からは、一定の要件を満たすインターンシップについては、企業がそ
こで得た学生の情報を選考材料にできる、採用直結型インターンシップが認めら
れるようになります。採用のスタンダードが変わっていくかもしれません。
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Chapter 2
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理

毎月控除する社会保険料と
雇用保険料とは09 雇用保険、労災保険、子ども・子育て拠出金の保険料率（2023年度）

雇用保険
（一般事業の場合）

子ども・
子育て拠出金

徴収年齢保険の種類

雇用保険は事業によって保険料が異なる（2024年3月31日まで）

事業の種類 保険料率 会社負担 従業員負担

全年齢会社負担： 0.95％
従業員負担： 0.6％

全年齢全額会社負担

70歳未満

保険料率

全額会社負担

労使の負担分

1.55％
（全国一律）

2.5/1000～88/1000
（事業の種類によって異なる）

0.36％
（全国一律）

労災保険

一般の事業 1.55% 0.95% 0.60%

1.75% 1.05% 0.70%

1.85% 1.15% 0.70%

農林水産・清酒製造の事業

建設の事業

雇用保険の保険料率は4月と10月に改定されることが
あるので、最新の料率をチェックしましょう。

園芸サービス、牛馬の育成、酪農、養鶏、養豚、
内水面養殖、特定の船員を雇用する事業につ
いては「一般の事業」の保険料率が適用される

下2つ以外の事業
はすべて「一般の
事業」となる

雇用保険は労使の負担割合が異なる

社会保険の保険料率につ
いては59ページに掲載し
てあります。

人
　
事

 ● 標準報酬月額は毎年見直す
 ● 雇用保険料は基本的に毎月計算する

社会保険料を決める標準報酬月額とは
毎月の給与からは社会保険料（健康
保険料、厚生年金保険料、介護保険料）、
雇用保険料が控除されます。
雇用保険以外の社会保険料の額は、
各従業員の標準報酬月額によって変わ
ります。標準報酬月額は、4～6月の
3カ月間の給与の総支給額の1カ月あ
たりの平均額（報酬月額）に基づいて
決まります。標準報酬月額は9月～翌
年8月までの社会保険料の算定基準と
なります。報酬月額の変動に応じて、
毎年見直す必要があります。

報酬月額を確認したら、従業員ごと
に健康保険・厚生年金保険の保険料額
表に報酬月額をあてはめ、該当する標
準報酬等級の行を確認します。
なお、社会保険料は会社と従業員で
折半することになっています。健康保
険・厚生年金保険の保険料額表には折
半額も記載されているので便利です。
健康保険・厚生年金保険料額表は日本
年金機構から送られてきますが、同機
構のホームページにも準備されている
ので参照してください。 

雇用保険料のしくみを知っておこう
社会保険料のほかに控除する法定控
除が雇用保険料です。雇用保険料は、
毎月の総支給額をもとに計算するため、
基本的には毎月計算することになりま
す。総支給額は時間外労働手当などに
よって毎月変わるからです。
雇用保険料は「毎月の賃金総額×雇
用保険料率」で計算します。雇用保険

料率は「一般の事業」「農林水産・清
酒製造の事業」「建設の事業」の3種
類があり、毎年4月1日に改定されます。
社会保険料とは違って労使折半ではな
く、前記の事業ごとに負担率が変わり
ます。たとえば、一般事業の場合は労
働者負担が0.6％、事業主負担が0.95

％となっています（2023年4月現在）。
法定控除　法律で差し引かれることが決められている控除のこと。健康保険、介護保険、厚生年金
保険、雇用保険の各保険料と、所得税と住民税がこれにあたる。

Keyword

頻度 ━ 対象 ━ 時期 ━
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インボイスの基本を
理解しよう03 原則課税の計算方法

インボイス（適格請求書）に必要な記載項目

＝- 仕入れや経費で
支払った消費税額

売上時に預かった
消費税額

（課税売上高×消費税率）

消費税の
納税額

受け取った請求書等がインボイス（適格請求書）
でないと、仕入税額控除を受けられない

請 求 書
株式会社フジアキ
〒160-0022
東京都新宿区新宿○-○-○ △△ビル 5F
TEL：00-0000-0000〒110-0006

東京都台東区秋葉原○-○-○ △△ビル 1F

株式会社 バルッカ 御中
登録番号

請求書No.

請求日

下記をご請求申し上げます。

T01234567890123
22
令和 X年○月○日

取引日

10%対象
8%対象(※)

小計

¥19,200
¥2,160

¥21,360 ¥2,092

¥19,20
¥172

対象額
（税抜）

品目 軽減税率
対象 単価 数量

消費税

「※」は軽減税率対象

金額

202X/4/20

202X/4/22

ご請求金額 ¥23,452-

A

B

1,600

60

12

36

19,200

2,160※

POINT

インボイス制度の開始前は、個々の商
品ごとに消費税額を計算し、その都
度、端数処理をすることが認められて
いたが、インボイス制度の開始後は、
消費税率別の対象額の合計に消費税
率をかけて、端数処理（切り捨て）を1
回で済ませることに変更されている

軽減税率の対象品
目である旨の表記

取引年月日
取引金額

税率ごとに区分して
合計した対価の額

適用税率

税率ごとに区分した消費税額等

受領者の氏名または名称 発行者の氏名または名称 登録番号

 ● インボイス（＝適格請求書等）以外は仕入税額控除の対象外となる
 ● インボイス、簡易インボイス、返還インボイスの3種類がある

インボイスは消費税の納税額についてのルール
2023年10月よりスタートしたイン
ボイス制度（適格請求書等保存方式）
は消費税の納税額の計算についての新
たなルールです。
会社が納める消費税額の計算方法に
は、原則課税方式と簡易課税方式（88

ページ）があります。インボイス制度
の影響が大きいのは、原則課税方式の
会社（原則課税適用事業者）です。
原則課税方式では、消費税の納税額
を「売上時に預かった消費税－仕入や
経費で支払った消費税」で計算します。

この「仕入や経費で支払った消費税」
を差し引くことを仕入税額控除といい
ます。インボイス制度では、登録事業
者の発行するインボイス（適格請求書）
でなければ、この仕入税額控除を受け
られなくなりました。相手から受け取
ったインボイス以外の請求書や領収書
分の消費税を差し引けなくなれば、そ
の分、消費税の納税額が増えることに
なります。
ただし、2029年9月30日までは経
過措置があります（86ページ）。

インボイスの種類と必要な記載項目
　インボイスでは、従来の請求書（区
分記載請求書）の項目に加え、「（イン
ボイスの）登録番号」「適用税率」「税
率ごとに区分した消費税額等」の記載
が必要になります。請求書だけでなく、
領収書や仕入明細書なども同様です。
　ただし、小売業やタクシー業など不
特定多数と取引する事業者については、
受領者の氏名や名称を省略した簡易イ

ンボイス（適格簡易請求書）の発行が
認められています。税率と消費税額に
ついても、どちらかが記載されていれ
ばよいことになっており、85ページ
のように3つのパターンがあります。
　このほか、販売した商品の返品や値
引き、販売奨励金などにより、売上の
返還を行う際に、発行が義務づけられ
ている返還インボイス（適格返還請求

頻度 ━ 対象 ━ 時期 ━
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千代田区神田〇〇〇 △△ビル

株式会社ロジスピード

代表取締役　丸山 健

〒１０１ -００５１

０３　　００００　　００００

カラシ００

００００００００００００

× 　 ７ ５

福永　明１２
２６０ ２６０

５ - ３２０８１９
４ ９

３１

５

○

○

２５０,０００ ０
３０ ２５０,０００ ０
３１ ２５０,０００

２５０,０００
２５０,０００

７５０,０００
２５０,０００

２５０,００００

松川 雄大２０
２８０ ２８０

５ - ２５０４１０
４ ９

３１

５

２８０,０００ ０
３０ ２８０,０００ ０
１５ １５０,０００

２８０,０００
２８０,０００

５６０,０００
２８０,０００

１５０,００００

大竹 京子２５
１６０ １６０

５ - ４４０６０２
４ ９

２０

５

１６０,０００ ０
１５ １２０,０００ ０
１０ ８０,０００

１６０,０００
１２０,０００

２８０,０００
１４０,０００

８０,００００

パートやアルバイトも
正社員と同じ用紙に
記入する

「7.パート」に〇印
をつける

書き方は基本的に
は正社員と同じ

出勤日が15日か16日の月があれば、
その月を支払基礎日数の対象となる

17日以上の月の給与に基づいて
標準月額を計算

前年に使った標準報酬月額を
適用する

●パートタイマー・アルバイトの支払い給与額の数え方

出勤日が17日以上の
月がある

出勤日が17日以上の
月がない

出勤日が15日以上の
月がない

パートやアルバイトの場
合、支払基礎日数は出勤
日数で数えます

パートの算定基礎届を
書くときのポイント

「健康保険・厚生年金保険 被保険者報酬月額算定基礎届」の記入例
（パートタイマー・アルバイト）

書類内容 社会保険の定時決定を行うときに提出する書類
届出先 事業所管轄の年金事務所・年金事務センターまたは健康保険組合

 ● パートタイマーの支払基礎日数は出勤日数で数える
 ●  支払基礎日数が17日以上の月がない場合は15日以上の月をもとにする

パートタイマーの支払基礎日数の数え方
パートタイマーやアルバイトも、毎
年定時決定をし、算定基礎届を提出し
ます。
定時決定の考え方は正社員のときと
基本的には同じですが、支払基礎日数
は暦日数ではなく、出勤日数で数える
ことになります。

また、夜勤のパートタイマーの場合
は、各月の総労働時間を、会社（事業
所）の1日の所定労働時間で割った日
数を支払基礎日数とします。このとき、
仮眠時間や休憩時間が給与の対象にな
っていれば、その時間も含めて計算し
ます。

支払基礎日数が17日に満たない場合の計算
4月から6月の間に支払基礎日数が

17日以上の月がある人は、正社員と
同様に該当月の給与を平均して報酬月
額を出します。17日以上の月が1カ
月だけなら、その月の給与が報酬月額
となります。
支払基礎日数が17日以上の月が1

カ月もない人は、支払基礎日数が15

日以上の月があれば、該当月の給与の
平均を報酬月額とします。たとえば、
4月が1 6日、5月が1 3日、6月が1 5

日なら、4月と6月を平均します。

4月から6月の支払基礎日数がいず
れも15日に満たない人は、前年の標
準報酬月額を適用して社会保険料を計
算することになります。この場合は報
酬月額と平均額の記入は不要です。
パートタイマーなどの算定基礎届は、
正社員と一緒に健康保険・厚生年金保
険被保険者報酬月額算定基礎届に記入
して提出します。パートタイマーなど
の場合は、備考欄の「7.パート」に〇
印をつけます。

夜勤　午後10時から午前5時までの深夜時間に労働すること。2暦日にわたって継続した勤務が行
われる場合、勤務日数は1日の扱いとなる。

Keyword

頻度 年1回 対象 役員・従業員 時期 7月
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必要書類 ポイント

入社時に提出してもらう書類

場合によって提出してもらう書類

一
般
的
な
情
報

社
会
保
険
関
連

所
得
税

住
民
税

種別 必要書類 ポイント会社からの
提出先

生年月日や個人番号など社会保険や
雇用保険への加入など各種手続きに
必要マイナンバーカード

または通知カードの写し 

年金手帳または
基礎年金番号通知書 

給与所得者の扶養控除等
（異動）申告書 

給与振込依頼書

雇用保険被保険者証 

給与所得等の源泉徴収票

給与所得者異動届出書 

身元保証書

卒業証明書

入社誓約書

免許・資格関連の証明書

入社承諾書

履歴書

戸籍上の名義の口座を指定。旧姓や他
人名義の口座は不可

厚生年金の加入手続きに必要。手続き
後、本人に返却して可。マイナンバーを
取得している場合には不要

中途採用者のみ提出してもらう。被保
険者番号を確認して、雇用保険被保険
者資格取得届（155ページ）に記入

扶養人数および源泉所得税額の計算
に必要。初回の給与計算の前までに提
出してもらう

1月1日時点で
の住所地の市
区町村

ハローワーク

中途採用者のみ提出してもらう。年末
調整の計算に必要

職種によっては提出が必要。コピーではなく原本を提出してもらうの
が原則

入社にあたって、就業規則や守秘義務の遵守などについての誓約書。
会社側が作成して、内定者は署名・捺印する

入社の意思表示を書面化したもの。法的な拘束力はない

新卒の場合は提出してもらうことが多い。卒業前の場合は卒業見込
証明書を提出してもらう

内定者の保証人が署名・捺印したもの。期間を定めない場合は3年、
定める場合は最長5年が有効期限

以前の勤務先で住民税を特別徴収さ
れていた中途採用者のみ提出してもら
う。特別徴収を継続する場合に必要

──

──

──

──

新規採用者に
提出してもらう書類

頻度 発生の都度 対象 新規採用者 時期 採用時

 ● 新卒採用でも基礎年金番号が必要
 ●  身元保証書など会社で定められている書類も提出してもらう

社会保険・雇用保険・税金関連の必要書類
社会保険や雇用保険の資格取得（加
入）や、住民税の徴収等の手続きのた
め、入社時に提出してもらわなければ
ならない書類があります。
社会保険に加入するには、年金基礎
番号が必要です。年金手帳か基礎年金
番号通知書（コピー可）を提出しても
らいます（20歳未満で初就職の人は
提出不要）。年金基礎番号とマイナン
バーが紐づけられている人は、マイナ
ンバーを申告してもかまいません。
雇用保険の加入では、新卒採用者に
提出してもらう書類はありません。中

途採用者には、雇用保険被保険者証を
提出してもらいます。
続いて税金関係の書類です。毎月の
源泉所得税の徴収額は扶養親族等の人
数などによって異なるため、新卒採用
者・中途採用を問わず、給与所得者の
扶養控除等（異動）申告書を提出して
もらいます。
また、中途採用者（採用年度に収入
がある人）からは前職における給与所
得の源泉徴収票も受け取ります。年末
調整で必要になります。

そのほかに受け取りが必要な書類
法的な拘束力はありませんが、新卒
採用者に対しては内定後、卒業（見込）
証明書や入社承諾書の提出を義務づけ
ている会社もあります。
また、新卒採用者・中途採用者とも、
入社にあたって、身元保証書の提出を
ルールとしている会社もあります。通
常、身元保証書の書面は企業側で作成
し、保証人が署名・捺印します。

なお、住民票記載事項証明書の提出
を求める会社もありますが、近年では
個人情報保護などの観点から取り扱い
が難しい書類になっています。特別な
事情がない限り、提出は求めないほう
がいいでしょう。
そのほか、最初の給与振込までに、
給与振込依頼書も提出してもらいます。
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退職時の
手続きの流れ

退職手続きの流れ

退職する従業員から回収するもの

退職日より
14日以上前

退職日

退職日の
翌月10日まで

退職届の受理

退職手続きについて退職者に説明する

健康保険被保険者証や貸与品などの回収

雇用保険被保険者証や年金手帳を返却

社会保険の資格喪失手続き
退職日から
5日以内

退職日から
10日以内

退職後
1カ月以内

法律上に決まりはないが、退職を証明するものとしてハ
ローワークに提出する書類に添付を求められることがある

ハローワークか
ら返送されてき
た離職票などを、
なるべく早く退
職者に送付する

下図参照

166ページ参照

雇用保険の資格喪失手続き

源泉徴収票などの送付

168ページ参照

給与所得者異動届出書を提出 175ページ参照

会社が保管している場合

住民税の手
続きに必要

・退職届（会社都合退職の場合は不要）
・健康保険被保険者証
  （扶養者がいればその分も）
・会社が貸与した備品など
・仕事に関するデータや作成した資料

■名刺（自分の名刺・取引先や顧客か
ら受け取った名刺）
■社員証・社章（ストラップやホルダー
など付随する備品も）

■入館証・オフィスの鍵
■パソコン・タブレット・スマートフォン
■制服・作業着など
■会社の経費で購入した文房具・書籍
など

回収すべき貸与品

退職手続きは退職後の
生活にかかわることも
あるので、遅滞なく行う
ことが大切です。

 ● 会社都合退職の場合は1カ月以上前に通告する
 ●  退職者とは退職合意書を締結したほうがよい

頻度 ━ 対象 ━ 時期 ━

退職日のルールを確認する
従業員が退職する場合の手続きには、
社会保険の資格喪失手続き（166ペー
ジ）のように、期限が決まっているも
のもあります。給与の支払いトラブル
などを避けるため、退職時のルールを
把握しておくことが大切です。
従業員（パートタイマーなども含
む）は、退職日の2週間前までに申し
出れば退職できます。就業規則などで
「退職の申し出は1カ月以上前にする」
ともし定めていても、原則、法律が優
先されます。従業員に対して退職日の
変更を強制することはできません。
会社都合で辞めてもらう場合（会社
都合退職）は、30日前までに解雇予

告をする必要があります。退職日が通
告日から30日以内の場合は、不足す
る日数分の額を「解雇予告手当」とし
て支払わなければなりません。
懲戒解雇については解雇予告手当な
しで即時解雇できますが、労働基準監
督署から解雇予告除外認定を受ける必
要があります。
自主都合退職の場合は退職届を提出
してもらい、退職日を確定します。会
社都合退職の場合は退職届の提出は不
要です。
なお、退職届を受け取っても、退職
勧奨による退職などを、原則として自
己都合退職とすることはできません。 

退職者から回収すべきものを確認する
退職にあたっては、従業員から受け
取るものと、従業員に渡すものがあり
ます。
まず受け取るものとして、健康保険
被保険者証（健康保険証）があります。

扶養者がいる場合は、その分も回収し
ます。マイナ保険証に切り替えた人も、
マイナ保険証が使えない病院もあり、
多くは従来の保険証を持っています。
忘れずに回収しましょう。 

懲戒解雇　会社の秩序を著しく乱した労働者に対する懲罰として行われる解雇。就業規則上の懲
戒事由に該当し、かつ解雇の決定前に十分な改善指導を行うなど、解雇権の濫用に当たらないこと
が必要。

Keyword
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産休・育休中の
社会保険料は免除される03 

●産休・育休中の社会保険料免除の期間

産前休業
開始

育児休業開始
産後休業終了

育児休業
終了出

産
日

6
30

8
10

7
31

8
9

10／510／1
10／69／30

6
1

産後休業終了日の翌日の
前月の9月分まで免除

1歳の
誕生日
の前日育児休業開始の10月分から、

終了日の翌日の前月の翌年
7月分まで社会保険料免除
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6月分から
社会保険料
免除

産前休業 産後休業 育児休業

出産予定日を記入。
出産後に提出する
場合でも記入する

出産予定日をもと
にした産前休業開
始日を記入する

予定日と出産日がず
れた場合は、実際の
出産日を記入する

実際の出産日を記入する。産前
に申し出する場合は記入しない

実際の出産日をもと
にした終了年月日を
記入する

産後休業の終了予
定日を記入する

POINT

出産予定日より早く生まれた場合は、実
際の出産日をもとにした開始年月日を記
入する。出産予定日より遅く生まれた場合
は、上欄の⑦の日付をそのまま記入する

「健康保険・厚生年金保険 産前産後休業取得者申出書／変更（終了）届」の記入例
書類内容 産前産後休業を取得し、保険料の免除を申請する書類
届出先 事業所管轄の年金事務所または健康保険組合

 ● 従業員の産休・育休中は会社の社会保険料が免除される
 ● 社会保険料免除の申請は休業期間中ならいつでも行える

社会保険料が免除される期間を確認する
従業員が産前産後休業・育児休業

（以下「産休・育休」）を取得すると、
その期間は社会保険料（健康保険料・
厚生年金保険料）が免除され、従業員
と会社の双方が社会保険料を支払わな
くてもよくなります。免除期間も納付
期間に加算されるので、将来的に年金
額が減るという心配もありません。
社会保険料が免除されるのは、産
休・育休ともに、休業を開始した月か
ら終了した日の翌日が属する月の前月
までとなります。社会保険料は日割り
計算ができないので、1カ月単位で免

除されます。
たとえば、8月31日から産休に入
った場合、8月分の社会保険料から免
除が開始され、9月1日からであれば、
9月分から免除されます。
また、免除の終了月については、8

月30日まで休業したとすると、免除
されるのは7月分までで、8月分の保
険料は支払わなければなりません。
なお、産休・育休中に有給休暇を使
った場合も、社会保険料は免除されま
す。

社会保険料免除は年金事務所に申請する
　従業員が産休・育休に入ったら、会
社側は健康保険・厚生年金保険 産前
産後休業取得者申出書または健康保険 
・厚生年金保険 育児休業等取得者申
出書を管轄の年金事務所に提出します。
　申出書の提出は、休業期間中のいつ
でも行えます。しかし、産休の場合は
出産予定日と実際の出産日がずれると、

産前産後休業取得者変更（終了）届を
提出しなければならなくなります。そ
のため、出産後に申請したほうがいい
でしょう。
　社会保険料免除の申出書を提出する
と、日本年金機構から「確認通知書」
が届くので、開始年月日と終了年月日
に間違いがないかをチェックします。

頻度 発生の都度 対象 出産・育児をする従業員 時期 産休・育休中
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年末調整等のための給与所得控除後の給与等の金額の表

算出所得税額の速算表

＝× - 算出
所得税額

算出
所得税額

年調
所得税額

住宅ローン
控除

課税給与
所得金額 税率 控除額

＝-

課税給与所得金額 税率 控除額
5%
10%
20%
23%
33%
40%

195万円以下
195万円超～330万円以下
330万円超～695万円以下
695万円超～900万円以下
900万円超～1,800万円以下
1,800万円超～1,805万円以下

0円

9万7,500円

42万7,500円

63万6,000円

153万6,000円

279万6,000円

総支給額が該当す
る範囲を見つける

給与所得控除後の
給与等の金額

総支給額が660万円以上の
従業員については左ページ
の計算式で給与所得控除後
の給与等の金額を算出しま
す。1円未満の端数が出たと
きは切り捨てます。

給与所得控除後の金額の計算方法

＝-総支給金額
（2カ所以上から給与を得ている

場合は合計額）

給与所得控除後の
金額給与所得控除額

162万5,000円

162万5,000円超～180万円以下

180万円超～360万円以下

360万円超～660万円以下

660万円超～850万円以下

850万円超

55万円

給与収入金額×40％－10万円

給与収入金額×30％＋8万円

給与収入金額×20％＋44万円

給与収入金額×10％＋110万円

195万円

実務上は、総支給額が660万円未満の従業員
については、上記の計算式ではなく、右ペー
ジ上の年末調整等のための給与所得控除後の
給与等の金額の表に当てはめて、給与所得後
の金額を求めます。なお、給与収入の金額が
162万5,000円以下の場合、上記の計算結
果と同表の金額にズレが生じます。
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算出所得税額と年調年税額を計算する
　続いて、差引課税給与所得金額を算
出所得税の速算表（右ページ）に当て
はめ、算出所得税額を計算します。
　最後に、算出所得税額から住宅ロー
ン控除を差し引いて、年調所得税額を
算出します。これが、最終的な課税対

象となる金額となります。
　この年調所得税額に102.1％をかけ、
100円未満切り捨てた金額が年調年税
額、すなわち年末調整により確定した
1年間に収めるべき所得税＋復興特別
所得税となります。

07　年間の課税所得金額を算出し年調年税額を確定させる
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資産の種類を
確認する01 

頻度 ━ 対象 ━ 時期 ━

 ● 資産には、固定資産、流動資産、繰延資産の3種類がある
 ●  固定資産のうち、経年劣化する減価償却資産に注意する

経理上の資産には3種類ある
経理業務において、資産の管理は大
切な業務です。資産というと預貯金や
不動産、株式などの金融商品をイメー
ジするかもしれませんが、資産とは、
換金できる財産すべてのことです。
資産は、固定資産、流動資産、繰

くり
延
のべ

資産に分けられます。
固定資産とは、事業のために使う長
期間保有する資産のことです。有形固
定資産（土地や建物、機械装置、車両
など）、無形固定資産（営業権、特許
権などの権利関係など）、投資・その

他の資産（投資有価証券や出資金な
ど）が該当します。固定資産のうち、
土地や建物には固定資産税がかかりま
す。また、機械装置やパソコン、コピ
ー機などは要件によって、償却資産税
の対象となります。
有形固定資産・無形固定資産ともに、
経年劣化する（時の経過などによって
価値が減少していく）減価償却資産と、
経年劣化しないものに分けられます。
減価償却資産は経理上、特殊な処理の
仕方をします（256ページ参照）。

流動資産と繰延資産を理解する
流動資産とは、短期間で現金化でき
る資産です。現金、預金、売掛金、貸
付金、棚卸資産などが、流動資産にあ
たります。棚卸資産とは、簡単にいえ
ば在庫のことで、販売目的で所有する
商品や仕掛品、原材料などです。
繰延資産とは、すでに支出した費用
のうち、一時的に資産として認められ
るものです。費用なのですが、支出効

果が長期間にわたるため、年度をまた
いで資産とすることが認められていま
す。具体的には、創立費、開業費、株
式交付費、社債発行費、開発費の5つ
です。創立費は会社設立のためにかか
った費用で、事務所の契約費用や定款
作成費用など。開業費は、開業準備に
かかった費用で、土地や建物等の賃借
料、広告宣伝費などです。 

資産の種類

資産・負債・純資産の関係

固定資産

流動資産

繰延資産

有形固定資産

無形固定資産

当座資産

棚卸資産

投資
その他の資産

資産

土地、建物、機械装置、
車両、工具、器具、
備品など

借地権、特許権、営業権、
著作権、電話加入権など

関係会社株式、
有価証券（長期保有）、
長期貸付金など

現金、預金、
受取手形、売掛金、
有価証券（短期保有）など

商品、製品、半製品、
原材料、仕掛品など

創立費、開業費、株式交付費、社債発行費、開発費

長期間保有
する資産

年度をまたいで
資産化できる費用

短期間で現金
化できる資産

資産
・固定資産
・流動資産
・繰延資産

負債
・流動負債
・固定負債

純資産
・株主資本
・利益剰余金

総
資
本

総
資
産

総資産と総資本（負債
＋純資産）の合計は必
ず一致します。
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期ずれしている取引を
経過勘定科目で処理する

前払費用の仕訳例

〈手付金の受け取り時〉
借方勘定科目 借方金額 貸方勘定科目 貸方金額 摘要

保険料

借方合計

144,000 

144,000 

普通預金

貸方合計

144,000 

144,000 

損害保険料（3年分） 
 
貸借バランス 0

〈翌期〉
借方勘定科目 借方金額 貸方勘定科目 貸方金額 摘要

保険料

借方合計

48,000 

48,000 

前払費用

貸方合計

48,000 

48,000 

損害保険料への再振替え
 
貸借バランス 0

〈期末時〉
借方勘定科目 借方金額 貸方勘定科目 貸方金額 摘要

前払費用
長期前払費用

借方合計

48,000 
76,000 

124,000 

保険料

貸方合計

124,000 

124,000 

損害保険料（翌期分） 
損害保険料（翌々期分） 
 
貸借バランス 0

3年契約の損害保険料を支払った（期末：3月31日、保険料の支払い：前年11月1日）

期末では、従業員の給与の未払金についても注意しましょう。3月決算で「20
日締め、当月25日」払いのような場合、3月21日から3月31日までの給与が
未払費用となります。未払金とは異なるので注意しましょう。なお、役員報酬
については日割の考え方はしないため、未払費用にすることはできません。

支払った全額を計上

期末に資産として計上した分を、再度、保険料に振り替える

支払った保険料から、当期分の保険料（5カ月分）の20,000円
と翌期分の48,000円を差し引いた金額を計上

翌期12カ月分の権利を前払費用として、資産に振り替え（繰り延べる）

頻度 年1回 対象 ━ 時期 事業年度末前後

 ● 翌期の費用や収益となるものついては決算整理仕訳を行う
 ●  本来の事業活動以外の商品やサービスで継続的に授受しているものが対象

未払費用と未収収益
当期に計上すべき取引を判別し、該
当しないものは、翌期への持ち越しが
わかるように決算整理仕訳を行います。
一定の契約に基づき、本来の事業活動
以外の商品やサービスで継続的に授受
しているものが主な対象です。以下の
4つの経過勘定科目で処理します。
●未払費用
地代家賃、給与手当、水道光熱費、
損害保険料など、決算日までに継続的
に提供を受けた商品・サービスのうち、
費用が未払いのものです。決算月が3

月で、3月分の家賃を4月10日に支払
う契約の場合、期末時点で3月分の家

賃の支払いが済んでいません。こうし
たときに未払費用として計上します。
同じ後払いとなる買掛金、未払金と
混同しやすいので注意しましょう。買
掛金は仕入れ代金が対象である点、未
払金は単発で発生する費用に限られる
点で、未払費用と異なります。
●未収収益
継続的に収入を得ている地代家賃や
貸付金の利息などのうち、当期にサー
ビスを提供した分で、支払い期日が翌
期となるものです。売掛金、未収入金
（未収金）と混同しないように注意し
ましょう。

前払費用と前受収益
●前払費用
保険や保守契約など翌期にまたがる
サービスに対して、すでに代金の支払
いが済んでいて、翌期にサービスの提
供が残されているものに対応する費用
です。前払金（248ページ）と混同し
ないように注意しましょう。

●前受収益
前受金のうち、未提供の部分を翌期
以降に繰り延べる際に用います。地代
家賃や貸付金の利息、サブスクリプシ
ョンサービスなどのうち、翌期以降の
代金を受け取っているものが対象です。

短期前払費用の特例

前払費用に該当する場合でも、1年以内に役務（サービス）を受けるものについ
ては、支払った日の属する事業年度の損金に算入してもいいことになっています。
ただし、毎期継続して経費に計上することが前提です。ある事業年度は前払費用
として処理し、ある事業年度では当期の損金とすることはできません。納税逃れ
の利益操作とみなされるからです。
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取引先が倒産した
ときの対応05 

 ● 法的に倒産した場合は、裁判所から通知が届く
 ● 回収不能となった債権は貸倒損失として計上する

債権届出書を忘れずに提出する
取引先が不渡りを出したなどの倒産
情報が入った場合はすぐに相手先の実
情を確認します。債権リストを作成し、
自社が納入した商品の引き渡しを求め
るなど、債権の回収に動きます。
未発送商品については納品にストッ
プをかけたいところですが、契約内容
によってはできないこともあります。
契約書を確認しましょう。
取引先が破産手続きや会社更生手続
き、民事再生手続きなどの法的整理に
入ると、売掛金や未収金をすべて回収

するのは難しくなります。裁判所から
通知とともに再生債権届出書または更
生債権届出書・破産債権届出書が送ら
れてきます。裁判所の管轄下に置かれ
るため、個別の取り立てはできなくな
ります。債権を少しでも回収するため
にも、債権届出書を期限内に必ず返送
しましょう。債権届出書には債権の種
類・内容、未回収となっている金額、
契約で定めた利息と遅延損害金のほか、
担保権や相殺予定などがあれば、そち
らも記入します。

取引先が倒産したときの損金算入時期
それとともに、申立代理人弁護士や
破産管財人に、自社の納入商品や担保
物件などの持ち出しや処分をしないよ
うに申し入れします。
債権の回収が不能になった分につい
ては、会計上は貸倒損失として計上し
ます。貸倒損失を損金算入するにあた
っては、いくつかのパターンがありま
す。上述の法的整理によって、債権者

集会による協議等で切り捨てられた金
額については、決定のあった事業年度
に全額損金として計上できます。事実
上の貸倒れについては、回収ができな
いことが明らかになった事業年度に損
金として計上します。ただし、債務者
の財務状況に関する書類（試算表等）
を入手して、回収不能であることを証
明する必要があります。

「取引停止時」「最後の支払い期限」
「最後の支払い時」のうち、最も遅い
時期から１年以上経過した事業年度

継続的な取引先との取引を停止してから
1年以上経過した（担保を取っている場合
は除く）

同一地域の債務者に対する売掛債権の総
額が、取立費用より少なく、支払いを督促
しても弁済がない

督促しても弁済がない日

売掛債権－1円
※1円は、帳簿に
資産が残ってい
ることを記録して
おくための備忘
価額

貸倒れの定義 処理年度 損金計上額

●形式上の貸倒れ（売掛債権のみが対象で、貸付金等は対象外）

事実が決定した事業年度

会社更生法や民事再生法など法令の規定
によって切り捨てられた債権がある

債権者集会の協議や当事者間協議の決定
により切り捨てられた債権がある

債務者の債務超過の状態が相当期間（3
～5年程度）継続し、書面にて債権放棄を
する旨を債務者に通知した

書面で債権放棄の通知をした日

切り捨てられた
金額

書面による債務
免除額

貸倒れの定義 処理年度 損金計上額

●法律上の貸倒れ

債権全額を回収できないことが明ら
かになった事業年度

債務者の資産状況、支払い能力等から、債
権全額が回収不能なことが明らかになった
（一部でも回収できる場合は該当しない）

債権全額
－処分価格

貸倒れの定義 処理年度 損金計上額

●事実上の貸倒れ

損金への計上のしかた

法律上の貸倒れについては、損金算入をし忘れた場合、その後の事業年度に更生の請求
（訂正を求める手続き）をすることができます。一方、事実上の貸倒れと形式上の貸倒れに
ついては、その後の事業年度に損金算入することは認められないので注意しましょう。

取引先が倒産した際の対応

1 事業継続の
有無を確認 2 倒産手続きの

方法を確認 3 自社の債権額
を確認 4 債権届出書を

提出する
不渡りを出した場合な
どは、即倒産という事
態にはならないことも
ある。また、法的に倒産
した場合も、民事再生
などは事業を継続でき
る可能性もあるので情
報収集が重要となる

法的な倒産には「破産」
「会社更生」「民事再生」
「特別清算」があり、そ
れぞれ債権の回収方法
が変わってくる。弁護士
などとも相談して、遅滞
なく対応する

売掛金や手形債権など
の債権の種類、金額を
確認して債権リストを
作成する。売買契約書
や納品書、請求書など
も準備。担保を取って
いる場合は、そちらも
確認する

取引先が法的整理を選
んだ場合、裁判所から
再生債権届出書または
更生債権届出書・破産
債権届出書が送られて
くるので、期限までに必
ず提出する

頻度 発生の都度 対象 ━ 時期 ━
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